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3300年年度度にに向向けけたた物物流流対対策策指指針針まま

ととままるる（（22//1177）） 

政府は 16 日、「物流の 2024

年問題」の対策指針となる中長

期計画をまとめた。24 年度にト

ラック運転手の賃金を10％引き

上げるほか、30 年度までに荷待ち時間を１人

当たり年間 125 時間削減することや、共同配送

を促して積載率を６ポイント高めて 44％にす

ることなどを目指す。こうした取組みを事業者

に義務づけるため、物流関連２法の改正案も国

会に提出されている。 

業業界界団団体体がが偽偽装装フフリリーーラランンスス防防止止手手引引作作成成

（（22//2211））  

形式的にはフリーランスでも実態が労働者

と変わらない「偽装フリーランス」の問題をめ

ぐって、業界団体であるプロフェッショナル＆

パラレルキャリア・フリーランス協会が、偽装

フリーランスに当たるかの判断をしやすくす

るの手引を作成、20 日に公表した。具体的な

例を多く挙げ、発注企業向けチェックリストも

収録した。  

男男性性育育休休  110000 人人超超のの企企業業にに取取得得目目標標設設定定義義

務務化化（（22//2266））    

厚生労働省は、従業員 100 人超の企業に対し、

一般事業主行動計画への男性従業員の育児休

業取得率の目標値設定と公表を義務付ける次

世代育成支援対策推進法の改正案を、今国会に

提出する。約５万社が対象で、2025 年４月施

行を目指す。100 人以下の企業に対しては、目

標値の設定を努力義務とする。  

日日本本でで就就職職すするる留留学学生生のの在在留留資資格格変変更更  柔柔軟軟にに

（（33//11））  

出入国在留管理庁は２月 29 日、在留資格に

関連する告示と運用指針を改正した。専門学校

等を卒業した留学生に日本での就職を促すた

め、文科相の認定課程を修了した学生らが日本

で働く場合に、在留資格を「留学」から高度人

材に相当する「技術・人文知識・国際業務」に

変更する際、専攻科目と就業分野の関連性が低

くても認めるなど、従事できる業務の幅を広げ

る。 

ママイイナナンンババーーカカーードドのの全全機機能能ををススママホホにに搭搭載載

（（33//55））  

政府は５日、マイナンバー法などの改正案を

閣議決定、国会に提出した。マイナンバーカー

ドの IC チップが備える３つすべての機能をス

マートフォンに搭載できるようにし、マイナン

バーカードをスマホにかざしたり画像を撮影

して送ったりしなくても本人確認ができ、実物

のカードが手元になくてもスマホのみで様々

な手続きができるようにする。今国会で成立さ

せ、2025 年夏以降の運用開始を目指す。  

改改正正育育児児介介護護休休業業法法案案をを閣閣議議決決定定（（33//1122））  

政府は 12日、育児介護休業法の改正案を閣

議決定、国会に提出した。男性の育児休業取得

率開示を義務付ける企業を1,000人超から300

人超に拡大し、100 人超の企業には取得率の目

標値の公表を義務付ける。子が３歳になるまで

テレワークで働ける環境を整えることを事業

主の努力義務とするほか、残業免除は小学校就

学前までに延長し、看護休暇の取得理由を緩和
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する。また、介護離職者を減らすため、40歳

となったすべての従業員に介護休業など支援

制度を周知することも義務化する。今国会で成

立のうえ、改正項目の大半について令和７年４

月１日からの施行を目指す。 

保保育育所所落落選選狙狙いい防防ぐぐ  ハハロローーワワーーククのの書書類類審審

査査厳厳格格化化（（33//1155））  

育児休業給付の受給期間を延ばすための落

選狙いでの保育所の入所申請が相次いでいる

ため、労働政策審議会雇用保険部会は 14 日、

ハローワークへの提出書類に入所申請日など

詳細な内容の記入を義務付け、審査を厳格化す

る省令改正案を了承した。３月中にも改正し、

半年ほど周知期間を設け、2025 年４月の入所

申請から適用する。 

「「育育成成就就労労」」創創設設をを盛盛りり込込んんだだ改改正正法法案案がが国国会会

提提出出（（33//1166））  

外国人技能実習制度を廃止し、「育成就労」

制度を創設することを柱とする入国管理・難民

認定法などの改正案が、15 日に閣議決定、衆

議院に提出された。新制度では、１～２年働け

ば本人の意向で同じ業種での転籍が可能とな

る。受入れ企業には「育成就労計画」の作成を

求め、監理団体には外部監査人の設置を義務付

ける。今国会で成立すれば、2027 年までに運

用が始まる見通しで、経過措置として新制度開

始前に来日した技能実習生は所定の期間を終

えるまで在留を認める。 

大大卒卒内内定定率率がが 9911..66％％にに（（33//1166））  

文部科学省・厚生労働省による 15日の発表

によると、今春の大卒予定者の就職内定率は

91.6％（２月１日時点。前年同期比 0.7 ポイン

ト上昇）で、1996 年度の調査開始以来３番目

に高い水準となった。 

企企業業向向けけ外外国国人人雇雇用用責責任任者者育育成成研研修修開開始始

（（33//1199））  

厚生労働省は、３月下旬から外国人を雇用す

る企業の労務担当者向けに、１回３時間半で在

留管理制度や労働関係法令、コミュニケーショ

ン方法などを学ぶ研修を始める。指針で雇用労

務責任者の選任を求めているが選任していな

い企業が多いとみられ、関連法令の理解不足や

言葉の壁を要因とした労使トラブルや違法行

為が目立つため、研修を通じて底上げを図り、

雇用労務責任者の選任を促す。 

「「特特定定技技能能」」受受入入れれ拡拡大大へへ（（33//1199））  

政府は 18日、国内の労働力不足を補うため

として、今後５年間の在留資格「特定技能」の

受入れ見込み数の枠を 82万人とする方針を自

民党に示した。枠は５年ごとに設定することと

されており、2019 年には 34 万 5,150 人と設定

していたが、新型コロナの水際対策などで受入

れが想定を下回り、昨年末時点の在留者数は

20 万 8,462 人。 

過過労労死死等等防防止止対対策策大大綱綱見見直直しし案案がが示示さされれるる

（（33//2200））  

厚生労働省は 19 日、過労死等防止対策大綱

の見直し案を示した。繰り返し過労死を発生さ

せた企業に再発防止計画提出を求めるなどの

指導強化、精神障害で労災認定を受けた労働者

の勤務先企業に対する労働基準監督署による

メンタルヘルス対策の指導実施、フリーランス

保護のため仕事の発注者側に対し配慮させる

施策の推進、過労死防止の調査を行う重点業種

への芸術・芸能分野の追加、勤務間インターバ

ル制度「導入企業 15％以上」の目標達成時期

の後ろ倒し、などが盛り込まれた。５月に案を

まとめ、今夏にも新しい大綱が閣議決定される

予定。 
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     内  訳 
 
事業の種類 

雇用保険率 
失業等給付・育児休業給付の料率 二事業の料率 

被保険者負担分 事業主負担分 

いわゆる一般の事業 1,000 分の 15.5 
〔1,000 分の 15.5〕 

1,000 分の６ 
〔1,000 分の６〕 

1,000 分の６ 
〔1,000 分の６〕 

1,000 分の 3.5 
〔1,000 分の 3.5〕 

計 1,000 分の 9.5 
〔1,000 分の 9.5〕 

いわゆる農林水産業 
清酒の製造の事業 

1,000 分の 17.5 
〔1,000 分の 17.5〕 

1,000 分の７ 
〔1,000 分の７〕 

1,000 分の７ 
〔1,000 分の７〕 

1,000 分の 3.5 
〔1,000 分の 3.5〕 

計 1,000 分の 10.5 
〔1,000 分の 10.5〕 

いわゆる建設の事業 1,000 分の 18.5 
〔1,000 分の 18.5〕 

1,000 分の７ 
〔1,000 分の７〕 

1,000 分の７ 
〔1,000 分の７〕 

1,000 分の 4.5 
〔1,000 分の 4.5〕 

計 1,000 分の 11.5 
〔1,000 分の 11.5〕 
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令和６年度の雇用保険の保険料率 前年度と同率（据え置き） 

健康保険、船員保険、厚生年金保険及び労働保険においては、現物
給与の価額を厚生労働大臣が定めることとされていますが、現物給与
の価額をより現在の実態に即したものとするため、食事で支払われる
報酬等に係る現物給与の価額が改正されました。 

適用は、本年（令和６年）４月１日からとなります。 

㊟ 今回は、住宅で支払われる報酬等に係る現物給与の価額については、
改正はありません。 

「令和６年度の現物給与の価額」が決定 

令和６年度の雇用保険の保険料率は、令和５年度の率と同じで決定いたしました。 

★雇用保険に関する保険料のうち、雇用保険二事業に充てる部分は、その全額を事業主の方々が負担しており、助成
金の主な財源になっています。助成金についても、令和６年度に向けた新しい情報が徐々に公表されることになると
思われます。必要なものについては、適時お伝えするようにします。 

･･･････････････････････････････････令和６年度の雇用保険の保険料率････････････････････････････････ 
●令和６年度の雇用保険の保険料率と負担の内訳 

次ページへ続く 

〔   〕は令和５年度の率 
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★本年４月から、一部の
府県を除き、食事で支払
われる報酬等に係る現
物給与の価額が改正さ
れます。現物給与として
処理している食事代等
がある企業では、改正の
有無（改正がある場合は
その金額）を必ずチェッ
クしておく必要があり
ます。お声かけくだされ
ば、令和６年度の現物給
与の価額の一覧表をご
用意いたします。 

････････現物給与の価額（令和６年度）／食事で支払われる報酬等に係る現物給与の価額の一部････････ 

労基法の協定届等の本社一括届出の範囲が拡大 

令和６年２月 23 日から、１か月単位の変形労働時間制に関する協定届などについても、本社一括届出が可
能となりました。ポイントを確認しておきましょう。 

･･････････････１か月単位の変形労働時間制に関する協定届などの本社一括届出のポイント･････････････ 

★詳しい要件については、気軽にお尋ねください。 

赤字が改正箇所 

令和６年２月 23 日から、新たに本社一括届出の対象となった手続は、次の６手続です。 
・１か月単位の変形労働時間制に関する協定       ・専門業務型裁量労働制に関する協定 
・１週間単位の変形労働時間制に関する協定       ・企画業務型裁量労働制に関する決議 
・事業場外労働に関するみなし労働時間制に関する協定  ・企画業務型裁量労働制に関する報告 

これらの協定届等は、本来であれば、事業場単位でそれぞれの所在地を管轄する労働基準監督署に届け出る
必要がありますが、次の条件を満たす場合には、本社において各事業場の協定届などを一括して本社を管轄す
る労働基準監督署に届け出ることが可能となりました。 
＜本社一括届出が可能な要件＞ 
□ 電子申請による届出であること 
□ それぞれの手続について、一定の項目を除き記載内容が同一であること 
□ 事業場ごとに記載内容が異なる項目については、厚生労働省 HP 又は e-Gov の申請ページから Excel 

ファイル「一括届出事業場一 覧作成ツール」をダウンロードし、内容を記入して添付すること 
確 認 36 協定届、就業規則届、1 年単位の変形労働時間制に関する協定届は、すでに本社一括届出が可能

とされています。 


